
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉山健一

全体計画 経費区分 － 内線 3312

事務事業名 4070 地域生活支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 01020500 障がい者福祉の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030102 民生費・社会福祉費・障害者福祉費
科目

事業 020000 地域生活支援事業

事業目的 事業概要・効果 

地域生活支援事業を実施し、障がい者の社会活動を促 障害者総合支援法における地域生活支援事業（手話通

進する。 訳者派遣、相談事業、各種補助金）を実施し、障がい

者の社会活動を促進しする。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

各種事業を実施し、自立と社会参加促進を図った。 各種事業を実施し、自立と社会参加

内

促進を図った。

平成2

部

9年度　実績 平成30

評

年度　予定

各種事業を

価

実施し、自立と社会参

【

加促進を図った。 各種

二

事業を実施し、自立と

次

社会参加促進を図る。

】

平成31年度　予定 平

1

成32年度　予定

各種

頁

事業を実施し、自立と

平

社会参加促進を図る。

成

各種事業を実施し、自

３

立と社会参加促進を図

０

る。

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



がい者に対する啓発広報

算　　式 広報紙記事の掲載回 単位 件

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 8 10
目 標 値

実 績 2 3

指標選定 障がい者に対する市民への理解の促進を図るこことで、障がい者の地域生活を支援する

の 理 由

最終年度 平成28年度現状値の2.5倍を目指す

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 47,043 60,041

国庫支出金 7,536 16,522

特 定 都道府県支出金 3,768 8,261

財 源 地方

内

債 0 0

その他 0 0

一般

部

財源 35,739 35

評

,258

正規職員 1.

価

1 1.1
人員数

嘱託職

【

員 2.1 2.1
（人）

二

臨時職員 0.0 0.0

次

正規職員 7,863.

】

9 7,863.9

人　

2

員 嘱託職員 5,808

頁

.6 5,808.6

コ

指

スト 臨時職員 0.0 0

 

.0

計 13,672.

標

5 13,672.5

市

 

民一人当たりの経費 1

名

.2 1.4

総額 60,

算

715.5 73,71

　

3.5

（単位：千円）

　

平成29年度決算　事

式

業費の内訳

主な節 金額

単

内容

手話通訳者派遣謝

位

礼等
8節  報償費 4

年

17

消耗品費
11節 

　

需用費 82

地域相談支

　

援事業委託料等
13節

度

 委託費 20,524

平

15節 工事請負費 0

成

認定審査会共同設置負

2

担金（長野圏域の市町

8

村負担）。ほか運転免

年

許取得
19節 負担金

度

補助及び交付金 2,6

平

95
費用補助金など

日

成

常生活用具給付費 8

2

,765
その他 23,

9

325
移動支援費　 

年

7,570ほか

度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 手話奉仕員養成講座

算　　式 累計参加者数 単位 人

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 190 190
目 標 値

実 績 165 165

指標選定 聴覚障がい者のコミュニケーションを支援するため

の 理 由

最終年度 平成12年度からの平均受講者数

目標の根拠

指 標 名 専門性の高い相談支援の提供

算　　式 相談支援専門員の研修 単位 回

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 4 5
目 標 値

実 績 6 6

指標選定 障がい者が地域で生活できるよう、専門性の高い相談支援を提供することが必要

の 理 由

最終年度 平成28年度に相談支援専門員研修を1回開催し、以降1回ずつ開催回数増加させる

目標の根拠

指 標 名 障



委

上がっているか

・目標

託

に対する達成度は十分

費

か

有 効 性 ・市民生

1

活上の課題解決に貢献

5

しているか 有効

・行政

節

内部の管理上の課題解

 

決に貢献しているか

・

工

事業の目的が達成でき

事

るような事業内容にな

請

っているか

地域生活支

負

援拠点の整備に向けて

費

、須高地域で各事業所

1

への説明会や勉強会を

9

開催し、地域全体での

節

面的整備

に着手した。

 

評   価

コメント

・

負

成果を落とさずにコス

担

トを削減する方法はあ

金

るか

効 率 性 ・効率

補

性向上に努めているか

助

やや向上

・使用料など

及

の受益者負担や補助対

び

象事業の範囲など、財

交

源確保の余地はないか

付

移動支援事業について

金

は運用の見直しを図り

そ

、過度のサービス依存

の

に陥らないよう、実施

他

要項の見直しと運用

上

Ｃ

のルールを整備した。

Ｈ

評   価

コメント

振

Ｅ

り返り（決算年度の取

Ｃ

組み課題）

　相談支援

Ｋ

事業については障がい

個

児者の地域生活を支え

別

る核となる事業であり

評

、委託を継続するとと

価

もに相談支援専門員

の

項

資質向上を推進する必

目

要がある。

　また、移

評

動支援事業については

価

、実施要項の見直しを

観

図り30年度からの運

点

用見直しにつなげるこ

評

とができた。

　地域生

価

活支援拠点整備事業に

内

ついては国が重点施策

容

として推進しており、

・

須高地域でも緊急時受

市

け入れ態勢の整備を図

民

り、30年度からの実

の

施体制を整備した。3

生

0年度以降の体制整備

命

についても、課題等を

・

整理し随時見直しを図

財

っていく。

産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

手話通訳者派遣謝礼等

平

8節  報償費 1,3

成

64

消耗品費
11節 

3

需用費 87

地域相談支

0

援事業委託料等
13節

年

 委託費 23,969

度

15節 工事請負費 0

当

認定審査会共同設置負

初

担金（長野圏域の市町

予

村負担）。ほか自動車

算

改造費
19節 負担金

　

補助及び交付金 2,6

事

12
補助金など

障がい

業

者の地域生活を支援す

費

るための日常生活用具

の

給付や移動支援事業な

内

その他 32,009
ど

訳

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

主

目 評価観点 評価内容

・

な

市民の生命・財産を守

節

るため市が実施するこ

金

とが必要不可欠な事業

額

であるか

・行政内部の

内

管理運営上必要な事業

容

であるか

必 要 性 ・

8

市が主体となり実施す

節

べき事業か 高い

・法的

 

な根拠や公的関与の妥

 

当性はあるか

・目的は

報

結果（施策の目指す理

償

想）に結びついている

費

か

障害者総合支援法に

1

基づく地域生活支援事

1

業として実施。障がい

節

児者が主体的に地域生

 

活を営むための支援を

需

実施している。須高地

用

域総合支援センターが

費

核となり、障がい児者

1

の地域生活を支えるた

3

めの相談支援を提供
評

節

   価
している。

コ

 

メント

・事業の成果は



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

障がいのある人の地域での居住支援のための体制づく 障がい者の自立と社会参加を進めるため、

内

必要な事業

りや、その

部

有する能力や適性に応

評

じ自立した日常生活 で

価

ある。

又は社会生活を

【

営むことができるよう

二

、地域の特性や

状況に

次

応じた柔軟な事業を、

】

関係者が創意工夫しな

4

が

ら実施している。

外

頁

部評価

次年度以降の方

Ａ

向性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


